
平成十一年農林水産省令第八十三号

感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する規則

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第五十五条第一項、第二項、第三項及び第六項並

びに第五十六条第三項の規定に基づき、並びに同法を実施するため、感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する規則を次

のように定める。

（輸入の場所）

第一条　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「法」という。）第五十五条第二項の農林水産省令で定める港又

は飛行場は、次の表の上欄に掲げる指定動物につき、相当下欄に掲げるとおりとする。

指定動物 港、飛行場

サル 成田国際空港、関西国際空港、鹿児島空港

（指定動物の輸入に関する届出）

第二条　法第五十五条第三項の規定による届出は、輸入される指定動物を搭載した船舶又は航空機が前条に規定する港又は飛行場に入港

し、又は着陸することとなっている日の七十日前から四十日前までの間に、別記様式第一号による書面によりしなければならない。ただ

し、法第五十四条ただし書の許可を受けて輸入する場合及び動物検疫所長がこれによることが困難な特別の事情があると認める場合に

は、この限りでない。

第三条　法第五十五条第三項の農林水産省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　荷受人及び荷送人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二　輸入しようとする指定動物の種類、性、年齢、用途及び生産地又は捕獲地

三　輸入しようとする指定動物の仕向地、搭載予定地、搭載予定年月日及び搭載予定船舶名又は搭載予定航空機名

四　その他参考となるべき事項

（輸出国における検査）

第四条　法第五十五条第一項の規定による輸出国の政府機関が発行する証明書に記載すべき事項のうち、感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十四条で定める感染症（以下「指定感染症」という。以下同じ。）にか

かっていない旨又はかかっている疑いがない旨の確認は、次の表の上欄に掲げる指定動物のうち、同表の相当中欄に掲げる地域から輸入

されるものについて、それぞれ相当下欄に掲げる方法により行われたものでなければならない。

指

定

動

物

地域 事項

サ

ル

感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律第五十四

条第一号の輸入禁止地域等を定め

る省令（平成十一年／厚生省／農

林水産省／　令第二号）第一条の

表の下欄の第一号及び第二号に掲

げる地域（以下「輸入可能地域」

という。）のうち第一号に掲げる

地域

一　当該地域において生産され、指定感染症の発生を予防するために必要な設備を備えているものと

して農林水産大臣の定める基準に適合するものとして輸出国の政府機関が指定する施設において三十

日以上の係留による検査を受けたこと。

二　輸入可能地域から当該地域に輸入され、指定感染症の発生を予防するために必要な設備を備えて

いるものとして農林水産大臣の定める基準に適合するものとして輸出国の政府機関が指定する施設に

おいて三十日以上の係留による検査を受けたこと。

輸入可能地域のうち第二号に掲げ

る地域

一　当該地域において生産され、指定感染症の発生を予防するために必要な設備を備えているものと

して農林水産大臣の定める基準に適合するものとして農林水産大臣が指定する施設において三十日以

上の係留による検査を受けたこと。

二　輸入可能地域から当該地域に輸入され、指定感染症の発生を予防するために必要な設備を備えて

いるものとして農林水産大臣の定める基準に適合するものとして農林水産大臣が指定する施設におい

て三十日以上の係留による検査を受けたこと。

（輸入検査）

第五条　指定動物を輸入しようとする者は、当該指定動物を搭載した船舶又は航空機の入港又は着陸後遅滞なく、別記様式第二号による輸

入検査申請書を動物検疫所に提出し、法第五十五条第四項の検査（以下「輸入検査」という。）を受けなければならない。

（船舶又は航空機内検査）

第六条　家畜防疫官は、法第五十五条第四項の規定により、輸入される指定動物又は輸入されるその他の物であって同条第一項に定める感

染症の病原体により汚染し、又は汚染しているおそれがあるものにつき、船舶又は航空機内で検査を行うことができる。

（家畜防疫官の指示）

第七条　家畜防疫官は、感染症の病原体が広がるのを防止するため必要があるときは、輸入検査を受ける者に対し、指定動物を法第五十五

条第四項の場所に送致するための順路その他の方法を指示することができる。

（搬出禁止）

第八条　何人も、法第五十五条第五項の規定による家畜防疫官の指示を受けなければ、検疫終了前の指定動物を船舶又は航空機から搬出し

てはならない。

（検査のための係留期間）

第九条　輸入検査は、係留して行うものとし、係留期間は、次の表の上欄に掲げる指定動物の種類につき、それぞれ相当下欄に掲げるとお

りとする。

指定動物の種類 係留期間

一　サル（次号及び第三号に掲げるものを除く。） 三十日

二　サル（指定感染症にかかっている疑いのあるものに限る。） 疑いがなくなるまでの期間（その期間が前号

の期間内である場合には前号に定める期間）

三　指定感染症にかかっているサルと同居していたため、又はその他の理由により指定感染症

にかかるおそれがあるサル

相当期間
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（輸入検疫証明書の交付）

第十条　家畜防疫官は、輸入検査の結果、指定動物が指定感染症にかかっているおそれがないと認められるときは、別記様式第三号による

輸入検疫証明書を交付しなければならない。

２　電子情報処理組織（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）第六条第一項に規定する電子

情報処理組織をいう。）を使用して第五条の輸入検査申請書の提出をした者から輸入検疫証明書の交付の請求があったときの当該証明書

は、前項の規定にかかわらず、その者が別記様式第二号に記載すべき事項についてその者の使用に係る電子計算機から入力した事項を動

物検疫所の使用に係る電子計算機から出力した書面に、家畜防疫官が法第五十五条の規定により制規の検疫を終了したことを証明する旨

及び氏名を記載したものとする。

３　第一項の規定による輸入検疫証明書の交付に代えて電子情報処理組織（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律七条第一項

に規定する電子情報処理組織をいう。）を使用して証明の通知を行う場合の当該通知の内容は、法第五十五条の規定により制規の検疫を

終了したことを証明する旨とする。

（検査に基づく措置）

第十一条　動物検疫所長は、法第五十六条第三項の規定に基づき、家畜防疫官に隔離、消毒、殺処分その他必要な措置をとらせる場合に

は、当該措置に係る指定動物の所有者にその旨を文書又は口頭により通知してしなければならない。

（証票の携帯等）

第十二条　家畜防疫官は、その職務を執行する場合には、別記様式第四号によるその身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるとき

は、何時でもこれを呈示しなければならない。

附　則

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年一月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　指定動物についての第二条の規定による届出は、その動物を搭載した船舶又は航空機が平成十二年二月十一日までの間に第一条に

規定する港又は飛行場に入港し、又は着陸することとなっているときは、この省令の施行後遅滞なく、別記様式第一号による書面により

しなければならない。ただし、動物検疫所長がこれによることが困難な特別の事情があると認める場合は、この限りでない。

第三条　この省令の施行前に、家畜伝染病予防法（昭和二十六年法律第百六十六号）第五十四条の規定により交付された家畜防疫官の身分

を示す証票であって、この省令の施行の際現に効力を有するものは、別記様式第四号によるものとみなす。

附　則　（平成一五年二月二五日農林水産省令第九号）

この省令は、平成十五年三月一日から施行する。

附　則　（平成一五年三月二八日農林水産省令第二二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一六年三月二六日農林水産省令第二六号）

この省令は、平成十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成一七年三月三〇日農林水産省令第四一号）

この省令は、平成十七年七月一日から施行する。

附　則　（平成一九年三月二八日農林水産省令第一六号）

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一九年一〇月三一日農林水産省令第八五号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の感染症の病原体を媒介するおそれのある動物の輸入に関する規則別記様式第

四号（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令による改正後の感染症の病原体を媒介するおそれのあ

る動物の輸入に関する規則別記様式第四号の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式により調製した用紙は、この省令の施行後においても当分の間、これを取り繕って使用することが

できる。

附　則　（平成二〇年一〇月一〇日農林水産省令第六五号）

この省令は、平成二十年十月十二日から施行する。

附　則　（令和元年一二月一六日農林水産省令第四七号）

この省令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政

手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年十二月十六日）から施行する。

附　則　（令和二年一一月一〇日農林水産省令第七七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二一日農林水産省令第八三号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、こ

の省令による改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

2



様式第一号（第二条関係）

届出者住所氏名

 年　　　　月　　　　日

   動物検疫所長　殿

 

記入注意　

注意　用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。
　

そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項

1.  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第54条第1号の輸入禁止地域等を定める省令第1条に規定
する厚生労    働大臣及び農林水産大臣の指定する施設（以下「指定施設」という。）の設置者以外の者が届け出る場合は、
指定施設から手続を委任さ  れたことが確認できる書類を添付すること。

4.  その他参考となるべき事項の欄には、第4条の規定に基づき輸出国政府機関又は農林水産大臣が指定する施設の名称
その他輸入検査上参考となるべき事項を記載すること。

用 途 別

仕 向 地

搭載予定地及び搭載予定年月日

3.  仕向地の欄には、輸入しようとする指定動物を飼養する指定施設の名称及び住所を記載すること。

荷 受 人 住 所 氏 名

荷 送 人 住 所 氏 名

種 類

品 種 （ 学 名 ）

性 別

2.  用途別の欄には、試験若しくは研究又は展示の用の別を記載すること。

生 産 地 又 は 捕 獲 地 別

輸 入 の 時 期
（ 到 着 予 定 年 月 日 ）

頭 数

区
　
　
分

別記
様式第一号（第二条関係）

搭 載 予 定 船 舶 （ 航 空 機 ） 名

指定動物の輸入に関する届出書

法人の場合には、その名
称及び代表者の住所氏名

　下記のとおり指定動物を輸入したいので、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
（平成10年法律第114号）第55条第3項の規定により、届出をいたします。

年 齢 別

輸 入 の 場 所
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様式第二号（第五条関係）

申請者住所氏名

 年　　　　月　　　　日

   動物検疫所長　殿

 

記入注意　

注意　 1  種類別、仕向地ごとに作成すること。

2  用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。
　

搭 載 地 及 び 搭 載 年 月 日

2.  用途別の欄には、試験若しくは研究又は展示の用の別を記載すること。

3.  仕向地の欄には、輸入しようとする指定動物を飼養する指定施設の名称及び住所を記載すること。

到 着 年 月 日

搭 載 船 舶 （ 航 空 機 ） 名

輸 入 検 査 申 請 書

種 類

品 種 （ 学 名 ）

法人の場合には、その名
称及び代表者の住所氏名

そ の 他 参 考 と な る べ き 事 項

区
　
　
分

経 歴

　下記のとおり輸入したいので検査を申請いたします。

頭 数

性 別

年 齢 別

生 産 地 又 は 捕 獲 地 別

用 途 別

1.  感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第54条第1号の輸入禁止地域等を定める省令第1条に規定す
る厚生労働大臣及び農林水産大臣の指定する施設（以下「指定施設」という。）の設置者以外の者が届け出る場合は、指定施
設から手続を委任されたことが確認できる書類を添付すること。

4.  その他参考となるべき事項の欄には、第４条の規定に基づき輸出国政府機関又は農林水産大臣が指定する施設の名称そ
の他輸入検査上参考となるべき事項を記載すること。

様式第二号（第五条関係）

仕 向 地

荷 受 人 住 所 氏 名

荷 送 人 住 所 氏 名
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様式第三号（第十条関係）

検疫番号 　　申請者住所氏名 ( )

交付年月日

性　　　　別

年 　令 　別

用　 途 　別

生産地又は捕獲地別 

　上記は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第５５条第４項の規定に
より、制規の検疫を終了したことを証明する。

農林水産省動物検疫所

氏　名

検査、注射、薬浴又は投
薬の実施状況

収　容　年　月　日

法人の場合には、その名称
及び代表者の住所氏名

年　　　月　　　日

解　放　年　月　日

係留中の健康状態

取 扱 人 住 所 氏 名

仕　　　向　　　地

到　着　年　月　日

荷 送 人 住 所 氏 名

荷 受 人 住 所 氏 名

頭　　　　　　　数

搭　　  　 載　 　 　 地

 搭載船舶（航空機）名

家畜防疫官

輸　入　検　疫　証　明　書

品　種（　学　名　）

種　　　　　　　類

　
区
 
 
　
分
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様式第四号（第十二条関係）

様式第四号（第十二条関係）

厚 紙 白 紙
縦54ミリメートル
横86ミリメートル

交
付
番
号

第

号

交

付

年

月

日官

職

氏

名

生

年

月

日

家

畜

防

疫

官

証

票

写

真

裏

家
畜
伝
染
病
予
防
法
（
抄
）

第
四
十
一
条

家
畜
防
疫
官
は
、
輸
入
さ
れ
る
指
定
検

疫
物
又
は
輸
入
さ
れ
る
そ
の
他
の
物
で
あ
つ
て
監
視

伝
染
病
の
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
若
し
く
は
汚
染

し
て
い
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
に
つ
き
、
船
舶
又
は

航
空
機
内
で
輸
入
に
先
だ
つ
て
検
査
を
行
う
こ
と
が

で
き
る
。

犬
等
の
輸
出
入
検
疫
規
則
（
抄
）

第
八
条

家
畜
防
疫
官
は
、
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、

輸
入
さ
れ
る
犬
等
に
つ
い
て
、
搭
載
船
舶
内
又
は
飛

行
場
内
（
搭
載
航
空
機
内
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
で
、
検
疫
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２

家
畜
防
疫
官
は
、
輸
入
さ
れ
る
犬
等
の
検
疫
の
た

め
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
外
国
か
ら
到
着
し
た
犬

等
（
輸
入
さ
れ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
外
国
か
ら

到
着
し
た
犬
等
の
死
体
に
つ
い
て
、
搭
載
船
舶
内
又

は
飛
行
場
内
で
、
そ
の
犬
等
又
は
そ
の
犬
等
の
死
体

に
つ
い
て
検
査
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

感
染
症
の
病
原
体
を
媒
介
す
る
お
そ
れ
の
あ
る

動
物
の
輸
入
に
関
す
る
規
則
（
抄
）

第
六
条

家
畜
防
疫
官
は
、
法
第
五
十
五
条
第
四
項
の

規
定
に
よ
り
、
輸
入
さ
れ
る
指
定
動
物
又
は
輸
入
さ

れ
る
そ
の
他
の
物
で
あ
っ
て
同
条
第
一
項
に
定
め
る

感
染
症
の
病
原
体
に
よ
り
汚
染
し
、
又
は
汚
染
し
て

い
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
に
つ
き
、
船
舶
又
は
航
空

機
内
で
検
査
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
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